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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあり

ません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

回次 
第177期 

第１四半期 
連結累計期間 

第178期 
第１四半期 
連結累計期間 

第177期 

会計期間 
自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日

自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日 

自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日

売上高 (百万円) 54,852 57,374 228,400 

経常利益 (百万円) 886 2,732 11,462 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 794 1,815 8,359 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 805 2,966 13,364 

純資産額 (百万円) 157,627 170,415 168,573 

総資産額 (百万円) 341,018 352,446 351,032 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 4.22 9.64 44.39 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 4.21 9.62 44.31 

自己資本比率 (％) 45.7 48.0 47.7 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用情勢は改善傾向にあり、また、個人消費も

持ち直しの動きが見られる等、景気は緩やかな回復基調が続いているものの、海外景気の下振れ懸念等により、

依然として先行き不透明な状況が続きました。 

当社グループにおきましては、洋紙の国内販売数量は減少したものの、洋紙の価格修正効果や輸出販売数量の

増加等により増収となりました。その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は57,374百万円（前年同四半期

比4.6％増）となりました。 

損益面においては、円安により原材料価格が高騰しましたが、洋紙の価格修正効果や各種コストダウン効果等

により当第１四半期連結累計期間の経常利益は2,732百万円（前年同四半期比208.3％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は1,815百万円（前年同四半期比128.5％増）となりました。 

  

主なセグメント別の業績は、下記のとおりであります。 

  

① 紙パルプ事業 

紙パルプ事業につきましては、洋紙の国内販売数量は減少したものの、洋紙の価格修正効果や輸出販売数量

の増加等により増収となりました。損益においては、円安により原材料価格が高騰しましたが、洋紙の価格修

正効果や各種コストダウン効果等により増益となりました。 

 以上の結果、紙パルプ事業の業績は以下のとおりとなりました。 

売上高    50,562百万円(前年同四半期比   5.2％増) 

営業利益      913百万円(前年同四半期は△14百万円の営業損失) 

  

② パッケージング・紙加工事業 

パッケージング・紙加工事業につきましては、液体容器の受注増により増収となりました。損益面において

は、原材料価格が高騰しましたが、各種コストダウン効果等により増益となりました。 

 以上の結果、パッケージング・紙加工事業の業績は以下のとおりとなりました。 

売上高       5,151百万円(前年同四半期比   4.6％増) 

営業利益      140百万円(前年同四半期比 31.2％増) 

  

③ その他 

木材事業、建設業、運送・倉庫事業をはじめとするその他事業につきましては、全体的に厳しい受注環境下

であり減収となりました。損益面においては、原材料価格が高騰しましたが、各種コストダウン効果等により

増益となりました。 

 以上の結果、その他の事業の業績は以下のとおりとなりました。 

売上高     1,660百万円(前年同四半期比  10.3％減) 

営業利益      88百万円(前年同四半期比 38.6％増) 
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(2) 財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末に比べて1,413百万円増加し、352,446百万円となりました。これは、主として商

品及び製品が1,643百万円増加したこと、株価の上昇等により投資有価証券が2,606百万円増加した一方で、減価

償却等により有形固定資産が2,279百万円減少したことによるものです。 

負債は、前連結会計年度末に比べて428百万円減少し、182,031百万円となりました。これは、主として未払法

人税等が1,058百万円、引当金が1,193百万円それぞれ減少した一方で、有利子負債が1,967百万円増加したこと

によるものです。 

純資産は、前連結会計年度末に比べて1,842百万円増加し、170,415百万円となりました。これは、主として株

価の上昇等によりその他有価証券評価差額金が1,643百万円増加したことによるものです。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりです。 

  

①当社の基本方針の内容の概要 

当社は、先進の技術と従業員の強固な信頼関係をベースとして、環境負荷を低減した紙素材の提供を通して、

顧客・株主・取引先・地域社会等に貢献できる会社となり、同時に企業価値の長期安定的な向上を図ることを、

経営の最重要課題と認識しております。従いまして、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の

企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる者でなければならないと考えております。 

当社は、株式の大量買付であっても、当社自身の企業価値を増大させ、株主共同の利益を向上させるものであ

れば、これを一概に否定するものではありません。会社の支配権の移転については、最終的には株主全体の意思

に基づき行われるべきものと認識しております。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て却って企業価値ひいては株主共同の利益を毀損

するもの、株主に株式売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等につ

いて検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための充分な時間や情報を提供しないもの等、対

象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なからず見受けられます。 

当社の属する製紙産業は、設備の投資から回収まで長期間を要するものであり、中長期的視点での経営判断が

必要とされます。当社は適宜・適切な設備投資を実施し、国際競争力を確保して参りましたが、こうした努力が

当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保され、向上させられなくてはなりません。また、当社の競

争力の源泉は設備の比較優位性だけでなく、需要家の皆様から当社製品の品質と短期間での納品をはじめとした

お客様の要請に応えるきめ細かなサービスに対して、多くのご支持を頂いていることにあります。さらに、当社

グループ従業員の一体感を持った、高いモチベーションや、当社とその事業がなされる地域社会との関係も重要

と考えられます。これらが当社の企業価値、ひいては株主共同の利益の確保・向上にとって不可欠であると考え

ております。 

当社としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、このような当社の企業価値の源泉を十分に

理解したうえで、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければなら

ないと考えております。従いまして、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある株式の

大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。 
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②基本方針実現に資する特別な取組みの概要 

当社グループは、明治40年の創業以来、一貫して紙素材を社会に提供することにより、社会経済の発展と生活

文化の向上に努めております。また、国際的な競争力を有し、持続的な成長を可能とすることにより企業価値の

長期安定的な向上を図ることを、経営の最重要課題と捉えております。そのため、いかなる事業環境下において

も持続的な成長を目指し、さらに企業価値を向上させるため、2020年（平成32年）を目標とする長期経営ビジョ

ン「Vision 2020」の第２ステップとして、平成26年４月より新中期経営計画「Ｃ－next」に取り組んでおりま

す。ここで掲げた基本方針、経営目標を実現することにより、企業価値、ひいては株主共同の利益の向上に努め

てまいります。 

  

③基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの概要 

当社は、平成25年５月14日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛

策）」（以下「本プラン」という。）の更新を決議し、同年６月25日開催の第175回定時株主総会において、本

プランは株主の皆様のご承認をいただき、更新されました。 

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社株式の20％以上の

買付等が行われる場合に、買付者等に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買付等

についての情報収集・検討等を行う期間を確保した上で、株主に対して当社経営陣の計画や代替案等を提示した

り、買付者等との交渉等を行っていくための手続を定めるものです。 

買付者等が、本プランに定める手続に従うことなく買付等を行う場合や、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合など、買付等が本プランに定められた客観的

な発動要件に該当し、対抗措置を発動することが相当であると認められる場合は、当社は、会社法その他の法律

及び当社定款が当社取締役会の権限として認める措置（以下「対抗措置」という。）をとり、当該買付等に対抗

することがあります。当社取締役会は、具体的にいかなる対抗措置を講じるかについては、その時点で最も適切

と当社取締役会が判断したものを選択することとしますが、現時点における具体的な対抗措置としては、新株予

約権の無償割当てを行うことを予定しており、その場合には、当該買付者等による権利行使は認められないなど

の差別的行使条件及び当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得するなどの差別的取得条

項が付された新株予約権を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降

に規定されます。）により割り当てます。 

なお、対抗措置の発動、不発動または中止等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を排するため、当

社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経るとともに、株主に対して適時に情報開示を

行うことにより透明性を確保することとしています。 

本プランの有効期間は、平成28年３月期に係る定時株主総会の終結時までとし、本プランの有効期間の満了前

であっても、当社の株主総会において本プランを変更または廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは

当該決議に従いその時点で変更または廃止されます。また、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が

行われた場合には、本プランはその時点で廃止されます。 

本プランの導入（更新）時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投資

家の皆様の権利に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、対抗措置が発動され、新株予約権無償割

当てが実施された場合、株主の皆様が新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込みを行わないと、他の株

主の皆様による新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化することになります。ただし、当社

は、買付者等以外の株主の皆様から本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがありま

す。当社が係る取得の手続を取った場合、買付者等以外の株主の皆様は、新株予約権の行使及び行使価額相当の

金銭の払込みをせずに当社株式を受領することとなり、その保有する当社株式の希釈化は原則として生じませ

ん。 
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④上記の取組みに対する取締役会の判断及びその理由 

本プランは、当社株式に対する買付等が行われた場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させ

るという目的をもって導入されるものです。従いまして、本プランは、当社の基本方針に沿うものであって、経

済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防

衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原

則、必要性・相当性確保の原則）も完全に充足しています。  

また、本プランは、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の

変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた内容となっております。   

当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発動

等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しております。独立委員会は、

当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社の社外取締役もしくは社外監査役または社外の有識者のいず

れかに該当する委員３名以上により構成されます。また、独立委員会の判断の概要については株主の皆様に情報

開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われ

る仕組みが確保されています。本プランの発動については、予め定められた合理的な客観的発動要件が充足され

なければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保

しているものといえます。 

このように、本プランは高度の合理性を有しており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するもので

あって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は174百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  
(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 500,000,000 

計 500,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 209,263,814 209,263,814 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株でありま
す。 

計 209,263,814 209,263,814 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年６月30日 ― 209,263 ― 42,020 ― 45,435 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

  
② 【自己株式等】 

  
２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成27年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

19,948,200 
― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 

23,600 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

188,826,100 
1,888,261 ― 

単元未満株式 
普通株式 

465,914 
― ― 

発行済株式総数 209,263,814 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,888,261 ― 
 

    平成27年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)           

北越紀州製紙㈱ 
新潟県長岡市西蔵王 
三丁目５番１号 

19,948,200 ― 19,948,200 9.53 

(相互保有株式)           

㈱ニッカン 
新潟県長岡市西蔵王 
三丁目５番１号 

23,600 ― 23,600 0.01 

計 ― 19,971,800 ― 19,971,800 9.54 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 15,803 14,992 

    受取手形及び売掛金 ※1  61,441 ※1  59,841 

    商品及び製品 19,835 21,478 

    仕掛品 2,027 2,320 

    原材料及び貯蔵品 14,076 15,158 

    その他 6,218 6,444 

    貸倒引当金 △28 △30 

    流動資産合計 119,374 120,204 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 78,030 78,074 

        減価償却累計額 △43,309 △43,663 

        建物及び構築物（純額） 34,720 34,411 

      機械、運搬具及び工具器具備品 401,275 402,311 

        減価償却累計額 △304,112 △307,963 

        機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 97,162 94,347 

      その他（純額） 28,556 29,401 

      有形固定資産合計 160,439 158,160 

    無形固定資産 3,287 3,015 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 60,644 63,250 

      その他 ※2  9,828 ※2  10,326 

      貸倒引当金 ※2  △2,542 ※2  △2,511 

      投資その他の資産合計 67,930 71,065 

    固定資産合計 231,658 232,241 

  資産合計 351,032 352,446 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 18,422 17,709 

    電子記録債務 6,256 6,443 

    短期借入金 36,009 35,946 

    コマーシャル・ペーパー 9,000 12,000 

    1年内償還予定の社債 10,000 10,000 

    未払法人税等 1,514 455 

    引当金 2,851 1,654 

    その他 14,147 13,648 

    流動負債合計 98,201 97,858 

  固定負債     

    社債 20,000 20,000 

    長期借入金 47,068 46,308 

    引当金 353 356 

    退職給付に係る負債 13,157 13,386 

    資産除去債務 1,418 1,414 

    その他 2,259 2,707 

    固定負債合計 84,258 84,173 

  負債合計 182,459 182,031 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 42,020 42,020 

    資本剰余金 45,469 45,469 

    利益剰余金 77,454 78,139 

    自己株式 △10,224 △10,225 

    株主資本合計 154,720 155,404 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 9,137 10,781 

    繰延ヘッジ損益 △68 56 

    為替換算調整勘定 2,507 2,109 

    退職給付に係る調整累計額 975 814 

    その他の包括利益累計額合計 12,551 13,761 

  新株予約権 123 130 

  非支配株主持分 1,177 1,118 

  純資産合計 168,573 170,415 

負債純資産合計 351,032 352,446 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 54,852 57,374 

売上原価 46,668 48,060 

売上総利益 8,183 9,313 

販売費及び一般管理費 7,803 8,019 

営業利益 380 1,294 

営業外収益     

  受取利息 6 4 

  受取配当金 417 430 

  負ののれん償却額 435 － 

  持分法による投資利益 448 555 

  受取保険金 － 398 

  その他 217 539 

  営業外収益合計 1,525 1,928 

営業外費用     

  支払利息 219 214 

  為替差損 339 － 

  設備休止費用 310 － 

  その他 ※1  150 275 

  営業外費用合計 1,019 490 

経常利益 886 2,732 

特別利益     

  固定資産売却益 6 15 

  退職給付制度終了益 － 40 

  その他 0 0 

  特別利益合計 7 55 

特別損失     

  固定資産除売却損 176 147 

  減損損失 6 2 

  退職給付会計過去勤務費用償却額 － 107 

  その他 0 21 

  特別損失合計 183 279 

税金等調整前四半期純利益 710 2,508 

法人税、住民税及び事業税 204 416 

法人税等調整額 △261 336 

法人税等合計 △57 752 

四半期純利益 767 1,755 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △27 △59 

親会社株主に帰属する四半期純利益 794 1,815 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 767 1,755 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 253 1,429 

  繰延ヘッジ損益 △12 125 

  為替換算調整勘定 △251 △397 

  退職給付に係る調整額 △35 △162 

  持分法適用会社に対する持分相当額 83 215 

  その他の包括利益合計 38 1,210 

四半期包括利益 805 2,966 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 870 3,025 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △65 △59 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ100百万

円減少しております。 

  
（四半期連結貸借対照表関係） 

※１ 受取手形裏書譲渡高 

  
 ※２ 平成27年３月期に発覚の不正行為に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

※１ 平成27年３月期に発覚の不正行為に関連して発生した貸倒引当金の繰入額が、以下のとおり含まれておりま

す。 

  

  
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

受取手形裏書譲渡高 359百万円 672百万円
 

  
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

固定資産     

 投資その他の資産     

  その他     

   長期未収入金 2,405百万円 2,405百万円 

  貸倒引当金 △2,405 △2,405 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

営業外費用     

 その他 33百万円 ―百万円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれん及び負ののれんの償

却額は、次のとおりであります。 

  

  

（株主資本等関係） 

前第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

減価償却費 4,733百万円 4,842百万円 

のれんの償却額 41 40 

負ののれんの償却額 435 ― 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 1,135 6.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 1,135 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

  

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材事業、建設業、不動産売買、

運送・倉庫業、古紙卸業等を含んでおります。 

  ２ セグメント利益又は損失の調整額224百万円はセグメント間取引消去に伴う調整等であります。 

  ３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

  

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材事業、建設業、不動産売買、

運送・倉庫業、古紙卸業等を含んでおります。 

  ２ セグメント利益の調整額150百万円はセグメント間取引消去に伴う調整等であります。 

  ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

        (単位：百万円) 

  

報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 

紙パルプ 
事業 

パッケージ
ング・紙加
工事業 

計 

売上高               

  外部顧客への売上高 48,076 4,924 53,000 1,851 54,852 ― 54,852 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

666 44 710 7,015 7,725 △7,725 ― 

計 48,742 4,968 53,710 8,866 62,577 △7,725 54,852 

セグメント利益又は損失(△) △14 107 92 63 156 224 380 
 

        (単位：百万円) 

  

報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 

紙パルプ 
事業 

パッケージ
ング・紙加
工事業 

計 

売上高               

  外部顧客への売上高 50,562 5,151 55,713 1,660 57,374 ― 57,374 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

591 9 600 7,033 7,633 △7,633 ― 

計 51,153 5,160 56,314 8,693 65,007 △7,633 57,374 

セグメント利益 913 140 1,054 88 1,143 150 1,294 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。  

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 4円22銭 9円64銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 794 1,815 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純利益金額(百万円) 

794 1,815 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 188,249 188,334 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4円21銭 9円62銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益 
    調整額(百万円) 

― ― 

    普通株式増加数(千株) 358 361 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要 

― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年８月14日

北越紀州製紙株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北越紀州製紙株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日か

ら平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北越紀州製紙株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    福 田   厚     印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    櫻 井 紀 彰     印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    上 野 直 樹     印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年８月14日 

【会社名】 北越紀州製紙株式会社 

【英訳名】 HOKUETSU KISHU PAPER CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 ＣＥＯ  岸 本 晢 夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 ――――― 

【本店の所在の場所】 新潟県長岡市西蔵王三丁目５番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長ＣＥＯ岸本晢夫は、当社の第178期第１四半期（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30

日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


